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第１ 指針（局地的・短期的事態編）策定の趣旨

１ 趣旨

平成14年３月に策定した「不測時の食料安全保障マニュアル」は、国内の大凶作や

輸入の減少等により中長期的・全国的に食料が不足した場合の食料の増産等による食

料供給の量的な確保対策に主眼が置かれているが、平成23年３月に発生した東日本大

震災・原発事故の教訓を踏まえると、食料の製造工程や流通の混乱、輸送の障害等の

発生による食料の地域的偏在や一部食料の一時的不足のような局地的・短期的な緊急

事態における対策を整理する必要がある。

これまで、緊急時における食料の安定供給に資する取組については、想定される事

態の種類や特徴を踏まえ、各府省において個別のマニュアル等を整備してきたところ

である。本指針は、東日本大震災・原発事故の教訓を踏まえ、これらの取組の基盤と

なる環境を整備するため、食料の安定供給に係る関係機関等の役割、制度面での環境

整備、関係機関等間での情報共有の在り方等を整理したものである。

注：農林水産省が行う応急用食料の調達・供給については、農林水産省防災業務計画及び緊急食

料調達・供給体制整備要綱並びに農林水産省・林野庁・水産庁国民保護計画で扱うこととし、

本指針の対象とはしない。

２ 役割

東日本大震災・原発事故の教訓を踏まえると、今後、局地的・突発的な緊急事態

の発生により、必ずしも我が国全体の食料供給は不足しないまでも、

① 食料の物流拠点の機能不全や物流経路の断絶等による物流の一時的な途絶

② 原材料・包材の製造工場の機能不全によるサプライチェーンの一時的な断絶

③ 食料の供給不足を見込んだ消費者による局地的な買いだめ

等により、食料が地域的に偏在し、又は一時的に供給がストップする事態が生じる

おそれがある。

このため、

① 国は、平素から、物流ネットワーク・サプライチェーンの機能維持を図るため

の食品産業事業者の取組を促進するとともに、緊急時に食料の輸入・流通が円滑

に行われるよう、制度面での環境等を整備する。また、緊急時には、価格・在庫

状況を把握し、消費者への正確な情報提供等を実施する。

② 食品産業事業者は、緊急時における物流ネットワーク・サプライチェーンの機
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能維持を図るため、平素から、各事業者における事業継続計画の策定や事業者間

での緊急時の協力方針の取決めの締結、訓練・演習を実施するとともに、緊急時

においても、生産・供給の確保・拡大等を促進することが望まれる。

③ 消費者は、緊急時に備え、各家庭における計画的な食料品の備蓄を平素から実

施するとともに、緊急時においても、行政等から食料の価格・在庫情報を入手す

るなどして、落ち着いた行動をとるよう努めることが望まれる。
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第２ 平素からの取組

１ 趣旨

食料供給に影響を及ぼす局地的・短期的な緊急事態が発生した場合、必ずしも全

国で食料不足に陥るわけではなく、食料の地域的偏在や一部食料の一時的不足等が

生ずる場合がある。このような場合には、生産された食料の円滑な流通等を可能と

するために、食料の生産から小売に至る供給網（以下「サプライチェーン」という。）

の機能を維持し、又は早急に回復させることが有効である。

このため、平素から、食品産業事業者による事業継続計画等の策定を推進すると

ともに、緊急時における食品産業事業者間の協力方針の取決め締結の推進や東日本

大震災・原発事故を踏まえた物流ネットワークの検証、緊急時に備えた訓練・演習

の実施等により、緊急時においてもサプライチェーンの機能を維持し、又は回復さ

せるよう備えることとする。

また、これらの取組の進捗状況等を確認するため、「緊急時の食料安全保障に関す

る関係府省会合」（以下「関係府省会合」という。）を適宜開催し、関係府省の取組

をフォローアップするとともに、必要に応じて関係府省会合に食品産業事業者を招

集し、意見交換を行うことにより、緊急時においてもサプライチェーンの機能が維

持できる体制を検討する。

２ 具体的内容

（１）緊急時におけるサプライチェーンの機能維持のための取組

①事業者間の連携の促進

緊急時においても食料を安定的に供給するためには、個々の食品産業事業者が

事業を継続するとともに、食料の生産及び流通に従事する食品産業事業者が相互

に連携し、サプライチェーンの機能を維持し、又は回復させる必要がある。

このため、食品産業事業者が緊急時においても事業を継続できるよう、食品産

業事業者に対し、緊急時における危機管理体制や重要業務継続のための措置等を

取りまとめた事業継続計画等の策定を促進する。

また、食料の安定供給が円滑な流通の確保に大きく依存していることに鑑みれ

ば、食品産業事業者が相互連携することにより、サプライチェーンを維持するこ

とが必要となる。このため、食品産業事業者が緊急時に事業者間でどのような取

引や協力を行うかあらかじめ取り決めておくなどの取組を進めることが有効であ

り、国は、このような取組を推進するため、取り決める内容の例等を記載した「緊
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急時の食品産業事業者間連携に係る指針」の周知・普及を図り、事業者間の連携

・協力体制の構築を進める。

事業継続計画の作成や取決めの締結については、新型インフルエンザ等の感染

症が発生した際は、人的な被害は大きいが、物理的な被害は少ないこと、それ以

外の緊急事態が発生した際は、施設や設備の破損等の物理的な被害が大きいなど、

緊急事態によって生じる被害状況は異なるため、それぞれの対策も異なることに

留意する必要がある。

なお、事業継続計画等の策定に関しては、東日本大震災・原発事故においても、

事業継続計画の策定等により、事業の継続や速やかな復旧を行うことができたと

いう優良事例や、反対に事業継続計画は策定していたものの、上手く機能しなか

ったという事例が報告されている。このため、このような経験を将来に生かす観

点から、「食品産業事業者における緊急時に備えた取組事例集」等を活用し、優

良事例の周知等を図る。

②物流ネットワークの在り方の検証

東日本大震災・原発事故においては、東北地方等の被災地において食料の物流

拠点や輸送経路に支障が生じたばかりではなく、関東地方等においても計画停電

等によりその本来担うべき代替機能を果たすことができなかったため、食料供給

に大きな影響を与えた。このため、国、地方公共団体、民間事業者等において、

緊急時における輸送経路や代替物流拠点を確保するために物流ネットワークの在

り方を検証し、地理的条件等を勘案しながら複数県にまたがるバックアップ体制

を構築するなど緊急時においてもサプライチェーンの機能が維持できる体制を構

築する。

③訓練・演習の実施

食品産業事業者における事業継続計画等の作成や事業者間の連携といった取組

は重要であり、さらに、これらの実効性を高めるためには、緊急時に、事業継続

計画や事業者間の取決めのとおり対応できるようにしておく必要がある。このた

め、国は、食品産業事業者における事業継続計画や取決め内容を踏まえ、事業者

間連携に係る訓練・演習のためのマニュアル「食品産業事業者のための連携訓練

マニュアル」等を活用し、

・ 決められた手順を時間内に間違えることなく実施できたかどうかを確認する

「訓練」や

・ 様々な状況のシナリオを作成し、次々に負荷をかけながらシナリオを急展開
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させ、意思決定を迫り、できたこと、できなかったことなどの「気づき」や「課

題」を確認する「演習」

の実施を推進することにより、緊急時における対応手順等を確認するとともに、

「気づき」や「課題」を事業継続計画や取決めに反映させる取組を促す。

また、国も平素から緊急時における対応手順等を確認するとともに、「気づき」

や「課題」を国の対策や施策に反映させる。

④家庭備蓄の推進

緊急時には食料生産の減少が予想されるほか、保存性の高い食料を中心に食料

の需要が一時的に集中し、食料の需給バランスが大幅に崩れるおそれがある。ま

た、新型インフルエンザ等の感染症の発生時には、感染防止等の観点から、不要

不急の外出は控えることが求められる場合がある。このため、平素から家庭にお

ける食料の備蓄を推進する。

なお、新型インフルエンザの流行は２ヶ月程度に及ぶと考えられており、家庭

においてもできるだけ長期間分、最低でも２週間分の食料品を備蓄することが望

ましい。

また、新型インフルエンザの発生に備えて、家庭で備蓄するにあたっては、保

存性の高い米を中心に、野菜、乾めん、加工食品、調味料等も備え、備蓄できる

食料品は普段から多めに購入するとともに、家族に乳幼児、高齢者、食物アレル

ギーや慢性疾患のある方（食事療法をしている方）などがいる場合には、家族の

状況にあった食品を備蓄しておくことが肝要である。

各家庭で２週間の食料品を備蓄することにより、新型インフルエンザ以外の緊

急事態が発生した場合にも対応することが可能となると考えられる。

なお、これらの備蓄は、電気、ガス、水道といったライフラインが確保できる

ことが前提となっているが、これらのライフラインが停止することもあり得るこ

とから、防災基本計画の趣旨に従い２週間分の備蓄のうち最低３日分、推奨１週

間分は、包装米飯、缶詰、飲料水等の平素から手に入れやすく、ライフラインが

停止している場合でも簡易な調理ですぐに食べることができるものをカセットコ

ンロ等と併せて備蓄することが望ましい。

これらを踏まえ、「新型インフルエンザに備えた家庭用食料品備蓄ガイド」、「災

害時に備えた食品ストックガイド」、「要配慮者のための災害時に備えた食品スト

ックガイド」等を活用し、各家庭における食料品備蓄の取組を促進する。
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（２）関係府省会合の役割

（１）の取組が確実に推進されること及び局地的・短期的事態における対策が確

実に実施されることを担保するため、担当府省ごとに行動計画等を平素から策定し

ておくとともに、関係府省会合を適宜開催し、関係府省の取組状況のフォローアッ

プを行う。

また、上記の平素からの取組は、事業者間の連携や食品産業事業者の訓練・演習

の実施など、民間事業者等における取組も重要である。このため、必要に応じて、

関係府省会合に民間事業者等を招集し、緊急時におけるサプライチェーンの機能維

持等について意見交換を行う。

本指針の内容については、関係府省会合におけるフォローアップや民間事業者等

との意見交換等を踏まえつつ、適宜見直し、改定を行う。
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第３ 局地的・短期的事態における対策

１ 趣旨

東日本大震災・原発事故においては、輸送の混乱による被災地への食料供給の減少、

電力不足や食品産業事業者の被災による食料生産の減少、一部品目の買いだめ等によ

る急激な需要の増大等により局地的・短期的に食料不足が生じた。このような食料供

給不足の一方で、食料があっても不足している地域に円滑に輸送できない、また、食

料自体を生産する余力があっても包材の生産が間に合わないという事例もあった。

このため、局地的・短期的事態が発生した場合においては、東日本大震災・原発事

故で講じた措置を参考として、検疫・食品輸入手続きの迅速化、食品表示規制の弾力

的な運用等の措置を迅速に実施することにより、食料が不足している地域への円滑な

流通、食料の円滑な輸入等を確保することが重要である。

今後、大規模な事故災害、新型インフルエンザ等の感染症、武力攻撃の発生等によ

り、食品産業事業者における生産体制への支障、食料の買いだめによる急激な需要の

増加、物資輸送の混乱等が発生した場合、事態等の発生している地域の範囲、食料の

サプライチェーンの状況等を総合的に勘案し、局地的・短期的に食料供給に不足が生

じるおそれがある場合は、農林水産大臣が食料供給の不足に対する取組の着手を宣言

するとともに、農林水産省対策本部を設置し、政府一体となった体制を整備する必要

がある場合には、政府対策本部を設置する。

２ 農林水産省における体制整備

（１）農林水産省対策本部の設置及び役割

農林水産省においては、平素から農林水産省内及び関係府省並びに関係機関等と

の連絡体制の強化に努めるとともに、大規模な事故災害、新型インフルエンザ等の

感染症、武力攻撃の発生等により、局地的・短期的に食料供給に不足が生じるおそ

れがある場合は、大臣の指示により農林水産省対策本部を設置する。農林水産省対

策本部は、農林水産省が講ずべき対策の実施等に当たる。

ただし、農林水産省・林野庁・水産庁国民保護計画（平成17年10月28日農林水産

大臣決定）に基づく農林水産省国民保護対策本部、農林水産省新型インフルエンザ

等対策行動計画（平成20年12月５日農林水産省決定）に基づく農林水産省新型イン

フルエンザ等対策本部等が設置されている場合で、武力攻撃や新型インフルエンザ

等によって局地的・短期的に食生活に重大な影響が生じる可能性があるときは、上

記の農林水産省対策本部は設置せず、その処理すべき事務は、農林水産省国民保護

対策本部、農林水産省新型インフルエンザ等対策本部等において処理するものとす
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る。

（２）農林水産省対策本部の構成

「緊急事態食料安全保障指針 第４ 緊急時における対策実施のための体制整備 1

農林水産省における体制整備 （２）農林水産省対策本部の構成」を準用する。

（３）地方農政局等における体制整備

「緊急事態食料安全保障指針 第４ 緊急時における対策実施のための体制整備 1

農林水産省における体制整備 （３）地方農政局等における体制整備」を準用する。

３ 政府一体となった体制整備

（１）体制整備の方針

「緊急事態食料安全保障指針 第４ 緊急時における対策実施のための体制整備 ２

政府一体となった体制整備 （１）体制整備の方針」を準用する。

（２）政府対策本部の設置及び役割

① 農林水産大臣は、局地的・短期的に食料供給不足が生じるおそれがある場合は、

内閣総理大臣（武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並びに国及び国民

の安全の確保に関する法律（平成15年法律第79号）第10条第1項に基づき武力攻

撃事態等対策本部（以下「武力攻撃事態等対策本部」という。）が設置されてい

る場合は、併せて武力攻撃事態等対策本部長）に報告する。

② 緊急事態に対処するため政府一体となった体制を整備する必要がある場合に

は、政府対策本部を設置する。

③ 政府対策本部は、諸状況を勘案しつつ食料の安定供給の確保のため政府一体と

なって取り組むべき対策を決定する。

また、武力攻撃事態等対策本部等が設置されている場合は、政府対策本部は、

武力攻撃事態等対策本部等と連携を図る。

（注）政府対策本部における記録の作成等について

「緊急事態食料安全保障指針 第４ 緊急時における対策実施のための体制整備 ２ 政府一体と

なった体制整備 （注）政府対策本部における記録の作成等について」を準用する。
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４ 対策

緊急事態を受けて対策を一から考えるのは時間の浪費になりかねないため、緊急事

態に伴って生ずる食料の安定的な供給の確保のために必要な対策をあらかじめ想定す

ることとする（東日本大震災・原発事故の際に講じた措置については、別添資料参照）。

（１）円滑な流通等の確保

緊急時においても円滑な流通を確保するためには、平素からの取組として、食品

産業事業者間の連携の促進、物流ネットワークの検証、訓練・演習の実施等の推進

を行うことに加えて、緊急時においては、必要に応じて、

① 生産者及び生産者団体に対しては、農産物の計画的な早期出荷や規格外品の出

荷促進の要請

② 食品産業事業者等に対しては、生産・供給の確保・拡大、廃棄の抑制、規格外

品の流通等についての取組の促進の要請

等を行うこととする。

また、必要に応じて、食品産業事業者等に対して、食料の容器包装の統一化等の

要請を行うこととする。

さらに、緊急事態発生時には、食料等の在庫情報が的確に把握できないことによ

り、緊急事態が生じた地域のみならず、全国的に食料等の不足が発生するのではな

いか等の社会不安が増大するおそれがある。このため、全国的な物資の安定供給に

向け、市中における食料や日用雑貨等の在庫状況等を政府等が把握できる情報集約

基盤を平時から整備する。

（２）検疫・食品輸入手続の迅速化

緊急時には、国内での食料供給の不足を補うために、海外からの支援物資を始め

とした食料の輸入が増加する可能性がある。このため、必要に応じて緊急事態発生

直後から、関係機関において情報共有を行い、海空港等における輸入の体制整備を

図るとともに、検査体制の確認を行い、輸入増加に備えた体制を整備することとす

る。

なお、検疫所等の職員が不足するなど円滑な検疫実施に支障を及ぼすような場合

には、緊急事態による影響を受けていない検疫所等からの応援等を実施することと

する。

さらに、不足している食料の輸入を円滑に行えるよう、適宜、人員配置を重点化

するなど状況に応じた対応を図ることとする。
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（３）食品表示規制の弾力的な運用

緊急時には、食品産業事業者等において生産体制に支障を来したり、一部の品目

に需要が集中することがある。これによって生ずる食料供給不足により、食料の緊

急輸入を含め平時とは大きく異なる事態に対応した供給体制をとることが求められ

る。このような場合に、食品表示の作成・変更が間に合わないことが起こり得るこ

とから、必要に応じて、被災地や被災地外における食品表示規制を弾力的に運用す

ることにより、食料の円滑な供給の確保を図るものとする。

（４）食料供給の見通しに関する情報収集・分析・提供

緊急時においては、食料価格の高騰や買占め・売惜しみ等が発生するおそれがあ

る。このため、必要に応じて、食料の需給・価格動向の情報を収集・分析し、対策

を実施する場合はその内容とともに、情報提供することにより、国民及び市場の不

安感を解消し、落ち着いた行動を求める必要がある。

具体的には、

① 卸売市場における入荷状況や卸売価格の動向等の調査

② 小売店における食料の陳列状況や価格動向等の調査

の結果を公表するほか、対策を実施する場合はその内容を国民に情報提供すること

とする。

（５）国民生活安定緊急措置法その他の法令による価格・流通の安定対策等

①国民生活安定緊急措置法に基づく輸入の指示

農林水産大臣は、物価が高騰し又は高騰するおそれがある場合において、食料

の輸入の促進により対処する必要があると認めるときは、国民生活安定緊急措置

法に基づき、輸入の事業を行う者に対し、輸入の指示を行う（具体的な手順は、

緊急事態食料安全保障指針別紙３を参照）。

②適正な流通の確保のための指示等

価格・流通に関する要請、指導等を行っても、食料等の地域間の需給不均衡の

発生や買占め、売惜しみの横行等、適正な流通が確保されないおそれがあると認

められるときは、国民生活安定緊急措置法、生活関連物資等の買占め及び売惜し

みに対する緊急措置に関する法律(以下「買占め等防止法」という。）又は主要食

糧の需給及び価格の安定に関する法律に基づき、売渡し、輸送、保管に関する指

示等を行う（具体的な手順は、緊急事態食料安全保障指針別紙５を参照）。
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③国民生活安定緊急措置法に基づく価格の規制

物価が高騰し又は高騰するおそれがある場合において、価格・流通に関する要

請、指導等を行っても価格の安定が図られないおそれがあると認められるときは、

当該食料等について国民生活安定緊急措置法に基づき標準価格を設定し、小売業

者が販売価格と併せ、その標準価格を一般消費者の見やすいように表示すること

を義務付ける。また、販売価格が標準価格を超えていると認めるときは、標準価

格以下で販売するよう指示し、指示に従わない場合はその旨を公表する。

さらに、標準価格の設定によってもなお当該食料等の価格の安定を図ることが

困難で、特に必要のある場合には、特定標準価格を設定し、これを超える価格で

販売した場合は、課徴金の納付を命じる（具体的な手順は、緊急事態食料安全保

障指針別紙６を参照）。

（６）地域のニーズに配慮した食料の供給

食料供給に支障が生じた地域においては、供給される食料の品目が限定されるお

それがあることから、その地域における健康・栄養状態に配慮するため、必要に応

じて、地方公共団体や NPO 法人等と連携して、管理栄養士等専門職種の活用を図

り、地域のニーズや食事状況を把握するとともに、食料の各品目について供給可能

な事業者に関する情報を提供する。
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○東日本大震災を受け、農林水産省はスーパーやコンビニ等において飲食料品の陳列状況や
価格動向等を調査したほか、卸売市場における入荷状況、卸売価格の動向等を調査。

○震災後、一部食料品で供給量が減少し、卸売価格の上昇等も見られたものの、全体的には
小売価格の上昇は見られなかった。

東日本大震災発生時の飲食料品の流通状況の調査

○卸売市場における入荷状況、卸売価格の動向等を調査。

○スーパー、コンビニ等において、品薄となっている飲食料品の品目、品薄となっている品目の価格動向、販売
数の制限を行っている品目等を調査。

調査内容

○野菜：ほうれんそうなど一部の野菜を除き入荷量は平年並であり、量販店等においても品薄の状況はみられ
ず、野菜全体で卸売価格、小売価格ともに平年と同程度かやや低い水準。

○肉類：豚肉と鶏肉は供給不足により一時的に卸売価格が上昇したものの、量販店では品薄の状況は見られ
ず、小売価格は、牛肉、豚肉、鶏肉とも、震災前と同水準。

○鶏卵：一時、供給量の減少等により卸売価格が上昇したものの、小売価格は全体的に震災前と同水準。

○牛乳・乳製品：出荷量が減少し、小売段階でも品薄状況が見られたが、全体的には小売価格の変動はほとん
ど見られなかった。

○納豆：震災の影響による包材不足等により、量販店において品薄の状況が見られたが、小売価格は震災前と
同程度。

○ミネラルウォーター：購入できる数量に制限を設けている店舗があるなど、小売段階で品薄状況が見られたも
のの、小売価格は震災前と同程度。

調査結果

○ミネラルウォーターの需要増加に対応するため、農林水産省より関係団体等に対し、ミネ
ラルウォーターの生産・供給の拡大を要請。

○ミネラルウォーターの生産・供給を拡大するため、ペットボトル用樹脂キャップ製造企業
と清涼飲料製造企業が連携して、キャップを白無地として共通化。

○厚生労働省も、各検疫所における輸入時審査の迅速化。

東日本大震災発生時のミネラルウォーターに関する対応

資料：日経BizアカデミーHP

○東京都において一部の浄水場から乳児の指標を
超える放射性ヨウ素が検出。

○これを受け、農林水産省は、（社）全国清涼飲料
工業会及び日本ミネラルウォーター協会（平成23
年３月23日）、（社）全国清涼飲料工業会の会員
企業（平成23年３月24日）に対して、ミネラル
ウォーターの生産・供給の拡大を要請。

生産・供給の拡大要請

○ミネラルウォーターの需要増加に伴い、ペットボト
ル用樹脂キャップ製造企業と清涼飲料製造企業
が連携して、キャップを白無地として共通化。

○これによりキャップの生産効率を向上し、ミネラル
ウォーターの生産・供給を拡大。

キャップの白無地化

○検疫所における輸入届出の審査について、輸入
実績の有無に応じた審査の迅速化。（平成23年３
月31日）

輸入時審査の迅速化
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○被災地域への食料の円滑な供給を最優先するため、被災地域で販売される飲食料品について、表示が異
なっていても取締りの対象としない。（平成23年３月14日、18日）

東日本大震災発生時の食品表示の弾力的運用

被災地における運用

○被災地域への食料供給増等により、被災地域外で販売する際の包材の変更が追い付かない場合は、原材
料の記載順違いなど軽微な違いについて、正確な店頭掲示があれば取締りの対象としない。（平成23年３月
29日）

○工場の被災等に伴い、商品の製造者・工場を変更する場合には、消費者庁に届け出ることにより、変更前
の既存の製造所固有記号が表示された包材を変更後の製造者・工場で使用できる。（平成23年３月24日）

被災地外も含めた運用

○ミネラルウォーター類の需要の増加が想
定されることを踏まえ、必要な表示がなくて
も、正確な店頭掲示があれば取締りの対
象としない。（平成23年３月25日）

ミネラルウォーター類の表示

資料：消費者庁HP

東日本大震災を受け、農林水産省及び消費者庁は、被災地域等への食料の円滑な供給の観点
から、一時的に食品表示の弾力的な運用を行った。

○ 大規模事故災害や新型感染症発生時などの緊急時において、国民への食料供給を維持するためには、食品産業事業者等
が業務継続計画（ＢＣＰ）をあらかじめ策定しておくことが重要。

○ 大規模事故災害や新型インフルエンザ等の新型感染症が発生した場合においても、国民に対して食料の安定供給が確保で
きるよう、食品産業事業者における業務継続計画（ＢＣＰ）策定や食品産業事業者間における協定締結等を促進。

基礎的なＢＣＰの整備拡大

食
料
の
安
定
供
給
を
確
保

食品産業事業者間の連携により、緊急時においても
ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝが自立的に対応できる仕組みを構築

【目標】
食品産業事業者のＢＣＰ策定促進

【目標】
食品産業事業者間で協定を結び、緊急時においてもｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝが

自立的に対応できる仕組みを構築【実績】
研修会参加者に対しアンケートを実施した結果、新型インフルエンザに対しては約5割、

地震に対しては約3割の事業者がBCPを策定済又は策定中
【実績】
研修会参加者に対しアンケートを実施した結果、14%の事業者が

事業者間連携に係る協定を締結

研修会を開催し、食品
産業事業者のBCP策定
を推進

食品産業事業者間の連携
を促進するための指針
「緊急時の食品産業事業
者間連携に係る指針」の
作成及び周知・普及

食品産業事業者間の連携
を図るための訓練・演習
マニュアル「食品産業事
業者のための連携訓練マ
ニュアル」の作成及び周
知・普及

BCPや事業者間連携等の優良
事例集「食品産業事業者にお
ける緊急時に備えた取組事例
集」を作成し、周知・普及す
ることにより、緊急時に備え
た食料の安定供給の確保に資
する取組の定着・強化

取組の定着・強化

業務継続計画（ＢＣＰ）の策定の推進
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